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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 46,371 7.7 11,821 29.6 12,126 30.3 8,442 31.6

2025年３月期 43,061 10.7 9,120 46.0 9,307 47.2 6,414 37.3

（注）包括利益 2026年３月期 9,621百万円 （47.0％） 2025年３月期 6,546百万円（21.9％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 132.49 － 19.6 21.3 25.5

2025年３月期 100.71 － 17.3 18.8 21.2

（参考）持分法投資損益 2026年３月期 －百万円 2025年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 61,099 46,857 76.7 735.21

2025年３月期 52,886 39,495 74.7 620.02

（参考）自己資本 2026年３月期 46,857百万円 2025年３月期 39,495百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 11,045 △5,820 △2,385 13,585

2025年３月期 8,135 △4,280 △1,640 10,746

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 82.00 － 81.00 － 1,949 30.3 5.3

2026年３月期 － 61.00 － 99.00 160.00 2,574 30.2 5.9

2027年３月期（予想） － 20.00 － 36.00 56.00 41.0

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式
分割を行っております。前連結会計年度の期首にこれらの株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純
利益を算定しております。

（２）連結財政状態

（注）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式
分割を行っております。前連結会計年度の期首にこれらの株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり純資産
を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

１）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
2024年９月30日を基準日とする2025年３月期第２四半期末については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載し
ております。
2025年３月期合計の１株当たり年間配当金については、株式分割の実施により単純比較ができないため表示しており
ません。

２）2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
2026年３月期以前の配当金については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。



（％表示は、通期は対前期）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 51,500 11.1 12,500 5.7 12,700 4.7 8,700 3.0 136.51

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 65,580,000株 2025年３月期 65,580,000株
②  期末自己株式数 2026年３月期 1,847,188株 2025年３月期 1,879,536株
③  期中平均株式数 2026年３月期 63,724,389株 2025年３月期 63,692,596株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 45,805 7.2 11,680 28.5 11,986 29.2 8,347 30.4

2025年３月期 42,736 10.9 9,089 45.4 9,277 46.6 6,401 36.3

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 130.99 －

2025年３月期 100.51 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 60,804 46,809 77.0 734.46

2025年３月期 52,785 39,542 74.9 620.76

（参考）自己資本 2026年３月期 46,809百万円 2025年３月期 39,542百万円

３）これらの株式分割を考慮した2025年３月期の１株当たり配当金は第２四半期末10円25銭、期末20円25銭、合計30円50
銭であり、2026年３月期は第２四半期末15円25銭、期末24円75銭、合計40円00銭となります。

４）2027年３月期（予想）の配当金については、2026年４月１日付の株式分割の影響を考慮して、当該株式分割後の株式
数を基準としており、2026年３月期と比較して、16円00銭の増配予想となります。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）当社グループは年次での業務管理を実施しているため、第２四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しており
ます。

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）　　　　、除外  －社  （社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（注）
１）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式給付信託(J-ESOP)にかかる信託

口が保有する当社株式が含まれております。
２）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合

で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首にこれらの株式分割が行われたものと仮定して、「期
末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」 を算定しております。

（参考）個別業績の概要
2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式
分割を行っております。前事業年度の期首にこれらの株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益
を算定しております。

（２）個別財政状態

（注）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式
分割を行っております。前事業年度の期首にこれらの株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり純資産を算
定しております。



＜個別業績の前期実績値との差異理由＞
添付資料Ｐ．２「１．経営成績等の概況」に記載した事項と同様の理由により、前事業年度と当事業年度の実績値に
差異が生じております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての
注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１.経営成績等の概況」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（1）当期の経営成績の概況

①当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善及び各種政策の効果により緩やかな回復がみられる

ものの、中東情勢の緊迫化に伴う影響が景気を下押しするリスクとして懸念されるなど、先行き不透明な環境となり

ました。

建設業界におきましては、人手不足が共通課題となっている環境下、首都圏及び地方中核都市の再開発、製造拠点

の国内回帰に伴う工場建設需要等による旺盛な環境が続きました。

このような状況の下、当連結会計年度における当社グループ業績は、受注高は54,001百万円（前期比23.4％増）と

なりました。

売上高につきましては、空調計装関連事業及び産業システム関連事業ともに増加し、46,371百万円（同7.7％増）

となりました。

利益面につきましては、空調計装関連事業の売上高増加と、収益性を意識した受注や利益率改善努力による収益性

向上等により、営業利益は11,821百万円（同29.6％増）、経常利益は12,126百万円（同30.3％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益は8,442百万円（同31.6％増）となりました。

②事業別の状況

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注高は48,231百万円（前期比24.0％増）、売上高は41,697百万円（同5.9％

増）、セグメント利益は16,563百万円（同22.3％増）となりました。

受注高につきましては、新設において、研究施設及び公共施設向け物件等の新設工事が増加し、既設においては、

工場及び事務所向け物件等の既設工事が増加しました。内訳は、新設が17,199百万円（同22.8％増）、既設が31,031

百万円（同24.7%増）でした。

売上高につきましては、新設において、工場及び教育施設向け物件等の新設工事が反動減となったものの、既設に

おいては、事務所及び工場向け物件等の既設工事が増加しました。内訳は、新設が14,180百万円（同14.6％減）、既

設が27,516百万円（同20.9％増）でした。

次期繰越工事高は、新設及び既設ともに増加し、29,421百万円（同28.5％増）となりました。

〔産業システム関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けの計装工事、各種自動制御工事及び食品工場向けの生産管理システムの構築等を行

う産業システム関連事業につきましては、受注高は5,770百万円（前期比17.9％増）、売上高は4,674百万円（同

26.5％増）、セグメント利益は867百万円（同102.5％増）となりました。

受注高、売上高ともに電気工事及び生産管理システムのソフトウエア等が増加しました。

次期繰越工事高は、電気工事等が増加し、4,054百万円（同36.6％増）となりました。

（2）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ8,212百万円増加し61,099百万円となりました。

流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べ3,278百万円増加し35,959百万円となりました。これは主に現

金預金及び有価証券の増加によるものであります。また、固定資産につきましては、前連結会計年度末に比べ4,933

百万円増加し25,139百万円となりました。これは主に事業性投資としての土地の取得によるものであります。

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ850百万円増加し14,241百万円となりました。

これは主に未払法人税等及びその他（流動負債）の増加によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,361百万円増加し46,857百万円となりまし

た。これは主に親会社株主に帰属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。
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（3）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ2,839百万

円増加し13,585百万円（前期比26.4％増）となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は11,045百万円（同35.8％増）となりました。

これは、主に税金等調整前当期純利益の計上12,143百万円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は5,820百万円（同36.0％増）となりました。

これは、主に有価証券・投資有価証券の償還による収入2,250百万円に対して、有形固定資産の取得による支出

2,474百万円及び有価証券・投資有価証券の取得による支出4,613百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は2,385百万円（同45.4％増）となりました。

これは、主に配当金の支払額2,282百万円によるものであります。

（4）今後の見通し

今後の事業環境の見通しにつきましては、空調計装関連事業においては、昨年度に引き続き首都圏の再開発案件や

工場、データセンターなど、新設を中心とした大規模案件が完成及び出件される見通しです。一方で現下の中東情勢

によるエネルギー価格や資材価格の変動、サプライチェーンの不安定化等により、受注環境や収益性に影響を及ぼす

リスクも否定できません。このほか、2026年１月に施行された取適法（中小受託取引適正化法）への遵守徹底も図っ

てまいります。

新設工事においては、「中長期的な全社最適」をキーワードに、数年先まで見据えた中長期的な経営資源の有効活

用並びに各エリアでの戦略を明確にして事業の強化に取り組みます。またこうした案件の発注先であるサブコンとの

良好な関係も強化してまいります。

既設工事においては、新設工事との連携を通じて安定的な収益確保を図り、事業基盤を強化するとともに、サステ

ナビリティの潮流を踏まえた環境ソリューションビジネスの推進を図ってまいります。

また、当社グループの事業強化に向け、関係会社及び協力会社との体制強化を通じて、当社とより強固なパートナ

ーシップを築けるよう施策を進めております。

さらに、重点施策の一つとしてＤＸの推進を計画しており、ＡＩによる各種データ活用などを通じて、生産性向上

やお客様への新たな価値創出を目指してまいります。

産業システム関連事業においては、プラントエンジニアリング会社向けの営業力を高め、中央監視システム案件の

受注推進によりストックビジネスを拡大させつつ、エンドユーザー向けに生産管理システムと制御システムのデータ

連携等によるスマート工場領域の確立・拡大を目指してまいります。

また、当社のエンジニアリング部門やグループ会社のジュピターアドバンスシステムズ株式会社と連携して食品工

場を中心として各種生産設備の生産性・品質向上を目指したソリューション技術開発を行うとともに、計装エンジニ

アリング力を発揮し中央監視システム案件の受注拡大に取り組んでまいります。

こうした戦略を通じて、空調計装関連事業に次ぐ事業として収益基盤の強化・確立を図ってまいります。

このような事業環境のもと、2027年３月期の連結業績見通しにつきましては、中東情勢リスクや取適法（中小受託

取引適正化法）遵守の影響等も総合的に勘案して、受注高52,500百万円、売上高51,500百万円、営業利益12,500百万

円、経常利益12,700百万円、親会社株主に帰属する当期純利益8,700百万円をそれぞれ見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等を考慮し、日本基準に基づ

き連結財務諸表を作成しております。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,947 10,588

受取手形・完成工事未収入金等 11,120 11,259

電子記録債権 3,756 2,868

リース債権 671 571

有価証券 7,588 9,331

未成工事支出金 839 756

その他の棚卸資産 17 20

その他 740 563

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 32,681 35,959

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 760 815

機械、運搬具及び工具器具備品 896 900

土地 293 2,566

その他 － 18

減価償却累計額 △1,077 △1,114

有形固定資産合計 872 3,187

無形固定資産

ソフトウエア 572 396

その他 256 372

無形固定資産合計 828 768

投資その他の資産

投資有価証券 15,262 17,685

繰延税金資産 655 335

その他 2,589 3,165

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 18,503 21,183

固定資産合計 20,205 25,139

資産合計 52,886 61,099

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,861 3,288

未払法人税等 2,078 2,633

未払費用 4,297 4,046

未成工事受入金 1,634 1,338

完成工事補償引当金 23 24

工事損失引当金 1 －

その他 411 1,831

流動負債合計 12,308 13,162

固定負債

リース債務 543 482

退職給付に係る負債 150 157

株式給付引当金 111 158

資産除去債務 84 85

その他 192 196

固定負債合計 1,083 1,079

負債合計 13,391 14,241

純資産の部

株主資本

資本金 470 470

資本剰余金 491 502

利益剰余金 37,856 44,015

自己株式 △752 △739

株主資本合計 38,065 44,248

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,429 2,608

その他の包括利益累計額合計 1,429 2,608

純資産合計 39,495 46,857

負債純資産合計 52,886 61,099
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(単位：百万円)

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 43,061 46,371

売上原価 24,404 24,408

売上総利益 18,656 21,963

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 4,463 4,513

退職給付費用 97 102

法定福利費 608 654

地代家賃 597 644

減価償却費 384 405

その他 3,384 3,820

販売費及び一般管理費合計 9,536 10,141

営業利益 9,120 11,821

営業外収益

受取利息 61 112

受取配当金 94 118

その他 34 77

営業外収益合計 191 308

営業外費用

デリバティブ評価損 2 2

その他 1 1

営業外費用合計 3 3

経常利益 9,307 12,126

特別利益

投資有価証券売却益 － 26

特別利益合計 － 26

特別損失

固定資産除却損 1 8

投資有価証券評価損 165 1

特別損失合計 167 9

税金等調整前当期純利益 9,139 12,143

法人税、住民税及び事業税 2,851 3,922

法人税等調整額 △126 △222

法人税等合計 2,725 3,700

当期純利益 6,414 8,442

親会社株主に帰属する当期純利益 6,414 8,442

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：百万円)

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 6,414 8,442

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 131 1,178

その他の包括利益合計 131 1,178

包括利益 6,546 9,621

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 6,546 9,621

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 470 483 32,969 △761 33,162

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △1,527

親会社株主に帰属する
当期純利益

6,414 6,414

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 7 9 16

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 7 4,886 9 4,903

当期末残高 470 491 37,856 △752 38,065

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,297 1,297 34,460

当期変動額

剰余金の配当 △1,527

親会社株主に帰属する
当期純利益

6,414

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 16

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

131 131 131

当期変動額合計 131 131 5,035

当期末残高 1,429 1,429 39,495

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 470 491 37,856 △752 38,065

当期変動額

剰余金の配当 △2,284 △2,284

親会社株主に帰属する
当期純利益

8,442 8,442

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 10 13 24

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 10 6,158 13 6,183

当期末残高 470 502 44,015 △739 44,248

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,429 1,429 39,495

当期変動額

剰余金の配当 △2,284

親会社株主に帰属する
当期純利益

8,442

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 24

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,178 1,178 1,178

当期変動額合計 1,178 1,178 7,361

当期末残高 2,608 2,608 46,857

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

- 9 -

日本電技㈱（1723）2026年３月期決算短信（連結）



(単位：百万円)

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 9,139 12,143

減価償却費 426 461

のれん償却額 23 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △11 6

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △3 1

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1 △1

株式給付引当金の増減額（△は減少） 55 47

受取利息及び受取配当金 △156 △230

投資有価証券売却損益（△は益） － △26

投資有価証券評価損益（△は益） 165 1

売上債権の増減額（△は増加） △574 937

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 185 82

棚卸資産の増減額（△は増加） 4 △2

仕入債務の増減額（△は減少） 689 △572

未成工事受入金の増減額（△は減少） 593 △296

その他 △667 1,632

小計 9,872 14,182

利息及び配当金の受取額 153 246

法人税等の支払額 △1,889 △3,383

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,135 11,045

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △2,547 △2,197

有価証券の償還による収入 1,050 1,100

有形固定資産の取得による支出 △125 △2,474

無形固定資産の取得による支出 △356 △256

投資有価証券の取得による支出 △3,463 △2,416

投資有価証券の売却による収入 50 36

投資有価証券の償還による収入 1,500 1,150

保険積立金の積立による支出 △152 △152

保険積立金の解約による収入 8 －

敷金及び保証金の差入による支出 △247 △737

その他 3 125

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,280 △5,820

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △110 △102

配当金の支払額 △1,529 △2,282

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,640 △2,385

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,215 2,839

現金及び現金同等物の期首残高 8,530 10,746

現金及び現金同等物の期末残高 10,746 13,585

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

    該当事項はありません。

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

空調計装
関連事業

産業システム
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 39,367 3,694 43,061 － 43,061

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 39,367 3,694 43,061 － 43,061

セグメント利益 13,540 428 13,969 △4,849 9,120

その他の項目

減価償却費 52 21 73 352 426

のれん償却額 － 23 23 － 23

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

当社グループは、市場等の類似性を考慮した事業種類別のセグメントから構成されており、「空調計

装関連事業」及び「産業システム関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

「空調計装関連事業」は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物

に対する空調自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか自動制御盤、セン

サー、サーモスタット等空調を自動制御するための機器類を販売しております。「産業システム関連事

業」は、工場、各種搬送ライン向けの計装工事や各種自動制御工事を手掛け、主に食品工場向けに、各

種ＦＡ機械の据付、保守、生産管理システムの販売、保守等行うほか、調節計、流量計、工業用バルブ

等の制御機器類を販売しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計

処理の原則及び手続に準拠した方法であります。

なお、セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対

象としていないため、記載しておりません。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又はその他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）１．セグメント利益の調整額△4,849百万円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

空調計装
関連事業

産業システム
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 41,697 4,674 46,371 － 46,371

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 41,697 4,674 46,371 － 46,371

セグメント利益 16,563 867 17,431 △5,609 11,821

その他の項目

減価償却費 55 32 87 374 461

のれん償却額 － － － － －

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）１．セグメント利益の調整額△5,609百万円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 620.02円 735.21円

１株当たり当期純利益 100.71円 132.49円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 6,414 8,442

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
6,414 8,442

普通株式の期中平均株式数（千株） 63,692 63,724

（１株当たり情報の注記）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ

ん。

２．2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2026年４月１日付で普通株式１株につき４株

の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１

株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算出しております。

３．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(J-ESOP)に残存する自社の株式は、

１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、

また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており

ます。１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前連結会計

年度639千株、当連結会計年度625千株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己

株式の期末株式数は、前連結会計年度639千株、当連結会計年度621千株であります。

４．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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（重要な後発事象の注記）

（株式分割）

当社は、2026年１月28日開催の取締役会決議に基づき、2026年４月１日付で株式分割を行っております。

１．株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式に投資しやすい環境を整えることで、当社株式の流

動性を高め、投資家層の更なる拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

2026年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１

株につき４株の割合をもって分割いたします。

（２）株式分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　 16,395,000株

今回の分割により増加する株式数　 49,185,000株

株式分割後の発行済株式総数　　　 65,580,000株

株式分割後の発行可能株式総数　　262,320,000株

（３）株式分割の日程

基準日公告日　2026年３月16日（月）

基準日　　　　2026年３月31日（火）

効力発生日　　2026年４月１日（水）
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